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はじめに
　IFRSの金融商品に関する会計基準は，IAS 32（金融商品：表示），IAS 39（金
融商品：認識及び測定）, IFRS 7（金融商品：開示）および IFRS 9（金融商品）
で構成されている1。現行では，IAS 32，IAS 39および IFRS７が中心となって
おり，IFRS 9は IAS 39の改訂プロジェクトとしての位置付けである。今後は
IAS 39が IFRS 9に置き換わることになる2。
　このように IFRSの金融商品会計基準は，複雑かつわかりにくい構造になっ
ている。
　IFRS 9は「フェーズ1：金融資産及び金融負債の分類及び測定」「フェーズ
2：減損の方法」「フェーズ3：ヘッジ会計」を主要なフェーズとして設定作業
が進められている3。2009年11月にフェーズ1の成果として，「金融資産」にか
かる処理に関する新基準が公表された。一部基準化が保留となり継続審議され
ていた「金融負債」は，2010年10月に追加基準として公表され，これをもっ
てフェーズ1は完了となった。
　IFRS 9には大きく2つの特徴がある。ひとつは，保有投資にかかる有価証
券の区分を測定方法の分類に求め，「償却原価法によるもの」と「公正価値で
1　2012年現在
2　IFRS 9, IN5　
3　Ibid., IN6        
測定できるもの」に区分しているところにある。もうひとつの特徴は，公正価
値で測定されるもののうち，その他の包括利益（OCI）として計上された売却
可能有価証券が売却などにより認識の中止が行われた際に，リサイクリング（組
替再調整）を行わない規定がなされているところにある。これら2つの処理方
法は，従前の IFRS（IAS 39）はもとより，US-GAAPやJ-GAAPでは規定さ
れておらず，IASBの前身である IASCやJWG[2000]4 で議論されてきた「全面
公正価値」の導入の予兆ともいえよう。ここで両特徴が示すものは，損益計算
書を中心とする利益計算から，貸借対照表を財務報告の中心に据える会計観の
パラダイムシフトである。
　本論文は，IFRS 9を概観し，このうち特にリサイクリングの問題に焦点を
あて，現在の金融商品会計基準の設定動向をうかがうことを目的としている5。
２．IFRS 9の概要
　2009年11月に公表された IFRS 9では，金融資産の分類及び測定に関する新
たな分類基準が定められている6。前基準である IAS 39は，保有目的に応じて
金融商品の区分を行い，その分類基準が複雑であることが問題とされていた。
これに対し，IFRS 9では分類とその後の測定基準の簡素化に主眼がおかれ，
償却原価で測定されるものと公正価値で測定されるものに区分している。
　以下，パラグラフにしたがい IFRS 9を概観しよう。
　企業は次の両方に基づき，金融資産を事後的に償却原価で測定されるものか，
公正価値で測定されるものかに分類しなければならない（par.4.1.1）。
　(a)金融資産の管理に関する企業の事業モデル
　(b)契約上のキャッシュ・フローの特性
4　 JWG[2000],“Financial Instruments and Similar Items”, An Invitation to Comment on
the JWG’s Draft Standard, JWG，日本公認会計士協会訳 [2001]『金融商品及び類似項目』
日本公認会計士協会。
5　「減損」「ヘッジ」「資産と負債の区分」などの多くの論点があるが，これらには深く立ち入
らず，IFRS 9のフェーズ1「金融資産及び金融負債の分類及び測定」に焦点を絞り検討する。
6　続いて，2010年10月には，金融負債の分類及び測定に関する要求事項が追加された。金融
負債については，本論文における論点は少ないものと考えられるため，議論を簡潔にするた
め，以後，金融資産を中心に取り扱う。       
　そして，上記の2つの判断基準に基づき，金融資産が次の条件がともに満た
される場合には，償却原価で測定しなければならない（par.4.1.2）。
図表1　償却原価測定の分類
(a)事業モデル
契約上のキャッシュ・フローを回収するた
めに資産を保有することを目的とする事業
モデルに基づいて，資産が保有されている。
(b)契約上のキャッシュ・フロー
金融資産の契約条件により，元本及び元本
残高に対する利息の支払のみであるキャッ
シュ・フローが特定の日に生じる。
　また，上記により償却原価で測定されないものは，公正価値で評価しなけれ
ばならないとされている（per.4.1.4）。なお，これらの要求にかかわらず，金
融資産は純損益を通じて公正価値で測定することができるとして，「公正価値
オプション」を認めている。ただし「取り消し不能」の規定があり，当初認識
で公正価値オプションを選択した場合，事後測定においてオプションの変更は
できない（par.4.1.5）。公正価値オプションが認められるのは，これを選択し
ない場合に資産または負債の測定またはそれらに係る利得及び損失の認識を異
なる基礎で行うことから生じるであろう測定または認識の不整合が除去または
大幅に削減される場合である（par.4.1.5）。公正価値オプションは，2003年の
改訂 IAS 39から認められており，(1)会計上のミスマッチが生じている場合，(2)
企業が公正価値で管理を行なっている場合，(3)組込みデリバティブである場
合に限り認められていたものである。(1)は IFRS 9に継承されているが，残り
2つの規定は削除されている。この理由は，IFRS 9が保有目的による区分を排
除したことにある。
　また，IFRS 9の分類と測定方法から「資本性金融商品（株式）7」は公正価値
7　IAS 32に定義があり，我が国の株式は概ねその範囲に入るものと考えられる。現在，
IASBでは，金融商品の負債と資本の区分を見直すプロジェクトを進めているところである。
　ASBJ[2010], 第200回企業会計基準委員会「 4.金融商品専門委員会における検討状況につい
て②（分類・測定）」「審議資料 (4)-3［論点2-1］測定区分の見直し：OCIオプション」, 平成
22年4月22日開催より        
で測定するものとなるが，例外規定として「売買保有目的ではない資本性金融
商品への投資の公正価値の事後的な変動を，その他の包括利益に表示するとい
う取り消し不能な選択に対する投資（par.5.7.5）」を認めている。具体的には，
売買目的ではない株式投資，すなわちUS-GAAPにおける「売却可能有価証券」，
J-GAAPにおける「その他有価証券」について，現行基準と同じくその評価差
額をOCIとして資本直入により処理する方法を認めている。ただし IFRS 9で
は，売却などによりキャッシュ・フローが確定した場合，これを純損益に振り
替えることはできない。つまり，リサイクリングを禁止しているところに留意
が必要である。
　リサイクリングを禁止することで，経営者の判断で保有有価証券の恣意的売
却による利益操作は意味をなさなくなる。90年代後半の IASC[20008 ]「JWG
ドラフト基準」に代表される全面公正価値会計論争以来，保有区分に経営者の
意図が介入することは，損益計算項目を経営者の判断で選択できるため，経営
者の恣意的な裁量の余地を容認し，利益操作に結びつくことが問題であるとさ
れ，今日まで議論されていることは周知のとおりである9。IFRS 9は，全面公
正価値会計への移行を示唆しつつも，現行基準を選択できる余地を残すことで，
実務との調整を図っているともとらえられる。
8　IASC[1997],“Accounting for Financial Assets and Financial Liabilities”, A Discussion
Paper Issued for Comment by the Steering Committee on Financial Instruments, IASC, 1997
9　「全面公正価値は，JWG ドラフト基準によりはじめて提案されたものではなく，IASC が
1997 年7 月に公表したディスカッションペーパー「金融資産および金融負債の会計処理」
においても，既に，同様の考え方に基づき，金融商品に対する全面公正価値会計の適用が提
案されていた。しかし，同提案については，批判的なコメントが相次ぎ，また IASCとしては，
IOSCO（証券監督者国際機構）から示されていた，IAS を国際的に資金調達活動を行う企
業に適用する会計基準として支持するための条件（コアスタンダード）を早急に達成する必
要があったため，暫定的な金融商品会計基準として，現在の IAS 39 号が導入された。IASC
は，IAS 39 号の策定にあたり，別途，全面公正価値会計を基本スタンスとする金融商品会
計基準の検討作業を続けることとし，こうした流れが基本的にJWG の作業に引き継がれる
こととなった。」
　宮田慶一・吉田慶太「金融商品の全面公正価値評価を巡る理論的論点の整理」日本銀行金融
研究所 , 2002年2月 , p.3        
　ここで，実際に IFRS 9を適用した財務諸表をみてみよう。図表2は，2011
年3月期にUS GAAPから IFRSを早期適用した住友商事株式会社の有価証券
報告書からの抜粋である。
図表2　住友商事株式会社のIFRSを早期適用した財務諸表（2010年4月1日～2011年3月31日）
　B/Sの項目をS/Sが説明し，S/S中のその他の包括利益（OCI）がS/Cに記さ
れる内訳を表示している点では，US-GAAPやJ-GAAPと同じである。
　「その他の資本構成（B/S－S/S）」項目と「その他の包括利益（S/S－S/C）」
項目に留意して図表2の数値を確認すれば，「親会社のその他の包括利益 (c)
△133,834百万円」と「非支配持分（少数株主持分）にかかるその他の包括利益 (d)
△2,745」の合計は，S/C項目の「税引き後その他の包括利益 (e)△136,579」に
一致する。またS/S内で，「(f)項目10,832百万円」をS/Sの「利益剰余金項目
(g)」に振替えて算出される「その他の資本構成要素の期末残高(b)△4,819」は，
出所：金融庁「（EDINET ; Electronic Disclosure for Investors' NETwork）」より抜粋（筆者修正）
       
B/Sの資本構成項目「その他の資本構成要素 (a)」残高と一致する。このように，
財務諸表の資本（純資産）の部に関連する3表の勘定連絡がとれる仕組みになっ
ている。
　図表2を手掛かりに，財政状態計算書（B/S），持分変動計算書（S/S）およ
び包括利益計算書（S/C）間の勘定連絡は，図表3にまとめられる。
図表3　B/S－S/S－S/Cの勘定連絡イメージ
　S/S内で「その他の資本構成要素」から「利益剰余金への振替」の処理はすっ
きりとしたものにはなっていない。また，「その他の包括利益」の構成要素
「FVTOCIの金融資産」は，現行J-GAAPの金融商品会計基準にはない構成項
目である。
　IFRS 9は，金融資産と金融負債の分類を「償却原価」と「公正価値」のい
ずれかで測定する2区分に分類している10。そして，公正価値で測定する分類に
10　 IAS 39では，金融資産を「損益計算書を通じて公正価値で測定する金融資産」「満期保有
投資」「貸付金・債権」および「売却可能有価証券」に4つに分類していたが，IFRS 9では，
簡素化の観点から2区分にされた。
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属するもののうち，売買目的以外のものの評価・測定の方法に，初期認識の段
階で「純損益を通じて公正価値で測定する（FVTPL11）」と，「その他の包括利
益に計上する（FVTOCI12）」2つの方法を任意選択できる規定になっている。
　図表4は，IFRS 9に則しOCIオプションを選択した場合の，プロセスと処
理手順をまとめたものである。
図表4　発生プロセスと処理手順
プロセス 処　　　　　　理
当初認識 公正価値測定
事後測定 公正価値変動をOCIに計上
認識中止
1）公正価値変動と売却損益をOCIに計上
2）OCI計上額を資本の中で振り替え＝リサイクリングは行わない
（報告書では「その他の資本構成要素」から「利益剰余金」に
振り替え）
　
３．USGAAPとJ-GAAPの検証
　図表5は，IFRS（IAS 39）とGS-GAAP（SFAS 115）およびJ-GAAP（基
準第10号）に拠り有価証券の分類と処理方法を比較したものであるが，3者と
もに類似したものになっていることが確認できる13。満期保有目的有価証券は，
契約などによりキャッシュ・イン・フローが見込まれる資産を償却原価法で処
理する。また，売買目的有価証券と売却可能有価証券はともに公正価値で測定
する。ただし，売買目的有価証券は一定期間の評価損益を当期の純損益に組み
11　FVTPL; Fair Value Through ProÀt or Loss
12　FVTOCI; Fair Value Through Other Comprehensive Income
13　この分類は1993年に設定されたSFAS 115が起源になっていることは周知のとおりであ
る。周知のとおり，IFRSの金融商品会計基準はUS-GAAPを踏襲したものである。同様に
J-GAAPの会計基準は，1999年に企業会計審議会から公表された「金融商品に係る会計基
準」及び「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」である。同意見書では，国際的
な動向を踏まえて議論したと述べられていることからUS-GAAPの影響を受けているもので
ある。これら3者が基本的に類似しているのは，必然だといえよう。
　なお，取得時の簿価を公正価値または取得原価で計上するなど，各GAAPの違いはある。       
入れる。一方，売却可能有価証券は公正価値評価された損益はOCIとして資
本の部に計上し14，売却があった期にOCIを純損益に振り替える処理（リサイ
クリング）を行う15。
図表5　基準間の分類と処理比較
所有目的 SFAS 115 IAS 39 基準第10号
売買目的 FVTPL FVTPL FVTPL
満期保有 償却原価 償却原価 償却原価
その他（売却可能）FVTOCI FVTPLとFVTOCI選択可 FVTOCI
　本章では，US-GAAPがかかえている問題と，日本の金融商品会計基準が，
現在どのように展開しているのかを比較したい。これに先立ち，SFAS 115に
おいて，なぜ売買目的有価証券の評価損益を当期損益で認識し，売却可能有価
証券の損益をOCIで認識するのか，その処理が規定された経緯から問題点を
観察する。
3-1　US-GAAPにおける問題点
　SFAS 115は，「償却原価法を一部の債権に制限して，公正価値による評価を
導入したこと」と「比較可能性という観点から疑問を投げかけながらも，評価
基準と評価損益の会計処理を使い分けている」のが特徴である16。SFAS 115で
は，「満期保有目的有価証券」は償却原価で処理し（par.7），これに分類され
14　SFAS 12の特徴は，流動ポートフォリオと非流動ポートフォリオに区分するところにあっ
たが，前者から生じる評価損益は損益計算書上の純利益に含め，後者により生じるものは，
株主持分に直接加減する処理を行っていた。すでに，「保有目的別」「資本直入」による会計
処理の萌芽がここに見られる。
15　資本の部にOCIを計上し，実現時にリサイクリングを行う処理は，1997年 SFAS 130か
ら導入されている。
16　大日方隆「現物証券の評価と業績測定・基準書第115号　第1節」企業財務制度研究会・
米国会計基準（金融商品）研究会『金融商品をめぐる米国財務会計基準の動向（上・下巻）』
企業財務制度研究会 , 1995年        
ないものを，「売買目的または売却目的」に分類したうえで17，さらに短期売却
目的で購入・保有される有価証券を「売買目的有価証券」とし（par.12a），前
両者に分類されないものを，「売却可能有価証券」として分類する（par.12a）。
　満期保有目的有価証券に償却原価を採用する理由を，「負債証券を満期まで
保有し，債務不履行がなければ未実現利益は解消される（par.58）18」としている。
また，売買目的および売却可能のものに公正価値情報が適合的があるとの理由
は，「ある時点で金融資産を購入し，公正価値の変動を考慮しながら不特定期
間保有する経営者の意思決定の影響を反映する（par.78）」としている。
　ただし，売却可能有価証券については，「ある資産の公正価値の変動のみを
当期利益に含め，それに対応する負債に係る公正価値の変動を評価しないこと
としたことによる当期利益の変動の増大を懸念し，売却可能有価証券の未実現
利益を当期損益に含めない（par.79）」とし，資本の部に独立項目として計上
する。すなわち「資本直入」である。ここで，公正価値評価により生じる未実
現の保有損益を年度利益に算入しない理由が，負債を公正価値により評価しな
いことによる利益のボラティリティーへの懸念だというところに留意が必要で
あろう19。なぜならこれは，売却可能有価証券に限るものではなく，売買目的
有価証券にも該当するからである。同じく，利益の過剰な変動は回避できても，
株主持分が変動することにかわりはない。
　SFAC No.5では，認識とは，「ある項目を企業の財務諸表に資産，負債，収益，
費用として正式に記録するかまたは記載するプロセスである。（par.6）」と述
17　「負債証券のうち満期保有目的以外のものおよび公正価値が容易に決定できる持分証券
は，売買目的または売却可能のいずれかに分類され，貸借対照表上，公正価値で測定されな
ければならない（par.12）」
18　「負債証券が満期まで保有されるなら，債務不履行がなければ償却原価は実現し，その間
の未実現利益は解消されるため，償却原価法がより適切だという考え方にFASBは賛同し，
満期まで保有される負債証券に対しては償却原価法が最も適合性があると考え，公正価値で
の評価を求めず異なる会計処理を用いる（par.58）」
19　資産負債アプローチにおいて，利益が増加するという問題に議論が発展するが，ここでは
立ち入らない。        
べられている。そして，「財務諸表の構成要素の定義，測定可能性，目的適合性，
信頼性の基本的認識規準を満たす必要がある。（par.63）」とされている。また，
「包括利益は，一会計期間の企業の持分について認識されるすべての変動から
構成される。（par.39）」としている。ただし，「ある種の利得及び損失は包括
利益には含められるものの，稼得利益からは除外されるので，必ずしも同一と
いうわけではない。（par.42）」と述べたうえで，「その例として，市場性ある
持分証券への投資の時価変動などのように，当該会計期間に認識される純資産
のその他の変動（主として，特定の保有利得および保有損失）。（par.42b）」と
している。そして具体例として，「SFAS 12（特定の市場性のある有価証券の
会計）（脚注26）20」があげられており，その説明として「市場性のある持分有
価証券への投資についての特定の時価変動はおそらく一時的なものであり，長
期投資として保有されている有価証券の一時的な時価変動は純利益に含めるべ
きではない（par.50）」と記されている。実現可能なものであっても，即時換
金性があるものと，そうではないものにより，稼得利益に含めるか否かを判断
し，前者には売買目的有価証券，後者には売却可能有価証券が該当するものと
解される。
　つまり，US-GAAPには「実現概念」が横たわっており，この峻別の規準に
なっているものと考えられる。米国では，発生主義会計の精緻化の過程を経て，
その後時価会計が導入される変遷で，実現概念が「実現」から「実現可能」へ
と拡張される過程で，どの部分を純利益に含めるかという問題を残したまま，
SFAS 115の設定に至っているといえよう21。
　
20　SFAS 12 pars.14-16, and 28（脚注30）
　　SFAS 12, pars.21.29 and 30（脚注32）
21　辻山栄子「利益概念と情報価値 (1)」斉藤静樹編著『会計基準の基礎概念』中央経済社 ,
2002年11月 , pp.352-366          
3-2　J-GAAP（投資のリスクからの解放）
　日本の金融商品会計基準（基準第10号）は，「売買目的有価証券」「満期保
有目的の債権」「子会社株式及び関連会社株式」に分類し，これらに該当しな
いものを「その他有価証券22」に分類している23。
　その他有価証券の評価差額は，「時価をもって貸借対照表価額とし，評価差
額は洗い替え方式に基づき，次のいずれかの方法により処理する。(1) 評価差
額の合計額を純資産の部に計上する，(2) 時価が取得原価を上回る銘柄に係る
評価差額は純資産の部に計上し，時価が取得原価を下回る銘柄に係る評価差額
は当期の損失として処理する（18項）」と規定されており，毎期首ごとに評価
損益を取得原価に再振替仕訳を行うところに独自性がみられる。このため，売
却時に評価損益を純利益に振替える処理（リサイクリング）は行わないが，実
質的にリサイクリングを行なうのと同じ結果となるため，企業存続期間の純利
益と包括利益の総和は一致する24。また，評価差額が負となった場合，当期の
損益計算に含めることができると定めている25。このように，公正価値評価を
取り入れながら，取得原価主義を残しているところが基準第10号の特徴であ
り，期中に取得価格が見えるという，取得原価主義の利点を残した基準になっ
ている。
　さて，SFAS 115には実現および実現可能概念から導かれる保有有価証券の
分類に限界があることは，前節でみたとおりである。この問題に対して，基準
22　ここでは，その他有価証券がUS-GAAPの売却可能有価証券に該当するものとして考察を
進める。
23　なお，基準第10号において，子会社株式及び関連会社株式は，取得原価で貸借対照表に
表示するものとし，関連会社株式の連結財務諸表には持分法を適用する。（74項）
24　いわゆる「合致の原則」が成り立つ。ただし，損益計算書の純利益と貸借対照表の純資産
の増加が一致しない。この解決策として，表示上，純資産を株主資本と株主資本以外の各項
目に区分し，純利益の額と貸借対照表における株主資本の資本取引を除く当期変動額の一致
をもってクリーン・サープラスとする工夫をしている。
25　保守主義からの要請である。ただし，この方法を選択した場合においても，洗い替え法に
より処理する（80項）。          
第10号では直接触れられていないが，2004年にASBJから公表された討議資
料「財務会計の概念フレームワーク」において「投資のリスクからの解放」と
いう考え方が示されている26。
　投資のリスクとは，投資の成果の不確定性であるから，成果が事実となれ
ば，それはリスクから解放されることになる。（第3章23項）。
　「投資のリスクからの解放」と類似したものとして，「実現・実現可能」概
念がある。「実現した成果」は，売却という事実，すなわち非貨幣性資産の
貨幣性資産への転換という事実に裏づけられた成果として意味づけられるこ
とが多い。この意味での「実現した成果」は，この概念フレームワークでい
う「リスクから解放された投資の成果」に含まれる。ただし，投資のリスク
からの解放は，いわゆる換金可能性や処分可能性のみで判断されるのではな
い。他方の「実現可能な成果」は，現金またはその同等物への転換が容易で
ある成果（あるいは容易になった成果）として意味づけられることが多い。
この意味での「実現可能な成果」の中には，「リスクから解放された投資の
成果」に該当しないものも含まれている（第4章58項）。
　例えば，上場している子会社関連会社株式やその他有価証券は，現金ある
いはその同等物への転換が容易であり，その時価評価差額は「実現可能な成
果」と解釈することもできる。しかしこれらの有価証券の売却処分には事業
上の制約が課されており，その時価評価差額はリスクから解放された投資の
成果とはいえない（第4章脚注17）。
　概念フレームワークのパラグラフからみれば，投資のリスクからの解放とは，
事前の期待が事後の事実に変わること，つまり「投資にあたって期待された成
果が，事実として確定」し，｢期待された成果｣ とは，投資の結果が損益を問
わず確実となったことであろう。企業が事業に投資をすれば，投資したキャッ
シュは事業の期間中はリスクに晒される状態になる。たとえば，商品を仕入れ
たとする。この仕入に要する資金（投資）は，商品が販売されることで成果と
して確定する。つまり，売却により仕入値と売値の差額が決定した時点で投資
26　これまで会計のconceptual frameworkを持たなかったJ-GAAPによる，初めて公表物で
ある。2006年にデュー・プロセスを経た修正版が，改めて公表されている。         
のリスクから解放される。
　こうした考えは，投資には ｢事業投資」「金融投資」の2つがあるところを
出発点とする27。
　事業投資の目的は，事業活動を通じて得られる投下資本を超過するキャッ
シュの回収である。事業投資についていえば，投資されたキャッシュが投資の
リスクから解放されるのは，外部との取引を通じて財やサービスが，現金また
は現金同等物に転化したときである。よって，事業が完了するまで，リスクか
ら解放されない。
　一方，金融投資の目的は，単一の市場価格の変動による利益獲得であり，現
金または現金同等物に転換することができる。このため，金融投資は市場価格
の変動があった時点で，投資のリスクからの解放と解釈することができる。た
だし，公正価値を有する同一銘柄，同一価格で，いつでも市場で売却可能な有
価証券であっても，その売却に事業遂行上の制約がある場合は，売却が制限さ
れているのだから事業リスクからの解放とは判断されない。具体的には，売買
目的有価証券は市場価格の変動時点でリスクから解放され，持ち合い株式など
戦略投資は事業が完了するまでリスクから解放されないとみる。概念フレーム
ワークにしたがえば，リスクから解放された部分が純利益を構成するわけであ
るから，売買目的有価証券の評価差額は損益計算に組み入れられる。一方の売
却可能有価証券は，純損益に組み込まれず，資本の部にてOCIとしてリスク
から解放されるまで，認識されることになる。
　このようにJ-GAAPでは，論理的に整合性のある保有有価証券の分類ができ
るため，SFAS 115が抱える保有区分の問題は発生しない。しかし，実現概念
に類似した認識要件で，保有目的別に分類がなされる構造は，US-GAAPとさ
したる違いはないと思われる。IFRSから批判の対象となっている「経営者の
意図」によりカテゴリ分けされること，要するに損益計算に経営者の意図が介
27　 斉藤静樹『会計基準の研究』中央経済社 , 2009年2月 , pp.38-41         
入する可能性があることに変わりはない。
　こうした観点からは，IFRSが主張する全面公正価値が現実のものとなれば，
この問題は解消できよう。しかし，経営者の意図と恣意性が介入するかどうか
という議論は，別の問題である。
　ここで，前出の住友商事の注記を再確認してみよう。
図表6　注記抜粋1  　　図表7　注記抜粋2
　
　図表6および図表7は，同社の金融投資の内訳を注記で説明したものである。
FVTOCIの選択をした投資は411,450百万円であり，全投資の90％超を占めて
　連結財政状態計算書の「有価証券」
及び「その他の投資」計上額の内訳
は次のとおりであります。
当期（百万円）
有価証券：
FVTPL 5,239
合　計 5,239
その他の投資：
FVTPL 26,542
FVTOCI 411,450
償却原価 8,327
合　計 446,319
全　体 451,558
　償却原価で測定されるその他の投
資の公正価値は，8,452百万円であ
ります。
当社は，投資先との取引関係の維
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
持，強化による収益基盤の拡大を目
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
的として保有している投資について，
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
FVTOCIの金融資産に分類
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
しています。
（圏点筆者）
（有価証券報告書より抜粋　p.123）
VTOCIの金融資産
　FVTOCIの金融資産は公正価値
（直接帰属する取引費用も含む）で
当初認識しております。当初認識後
は公正価値で測定し，公正価値の変
動は「FVTOCIの金融資産」として，
その他の資本の構成要素に含めてお
ります。資本性金融商品の認識を中
止した場合，または，取得原価に比
し公正価値の著しい下落が一時的で
はない場合，その他の資本の構成要
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
素の残高は直接利益剰余金に振り替
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
え，当期利益で認識しておりません
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。
（圏点筆者）
（有価証券報告書より抜粋　p.103）
         
いる。そして，その保有目的は，投資先との関係維持，強化による収益基盤の
拡大だと説明されている。つまり，主要投資は戦略的投資であると，経営者の
経営方針が示されているとみるのが妥当だろう。そして，これら投資にかかる
エクスポージャーの度合いは，OCIとして毎期財務諸表にて表示されるのであ
る。経営者の意図が是か非かではなく，経営者の見通しなどのメッセージが財
務諸表であわらされているととらえられる。
むすび
　本論文において，IFRS 9（分類及び測定）を概観し若干の考察を試みた。
　IFRS 9の特徴は，IAS 39の保有目的による分類から一転して，償却原価
または公正価値により，投資金融資産の区分を行う方式が採用されているこ
とである。IFRS 9に規定される区分と測定のプロセスを要約すれば，つぎの
とおりである。①売買目的保有のものは公正価値で測定し，当期損益とする
（FVTPL）。②一般債券や貸付金のように契約キャッシュ・フローを有するも
のは償却原価法で処理する。ただし，FVTPLの選択肢（公正価値オプション）
を認める。③売買目的保有ではない株式などの資本性金融商品はFVTPLで
処理するが，例外的にOCIに計上する選択肢（OCIオプション）を認め，従
前の基準と同じく，かかる株式の評価損益を資本直入法により累積表示する
（FVTOCI）。ただし，保有証券の売却時にOCIは損益計算を介さず，資本の
部の利益剰余金に振り替えて累積残高を消去する。つまり，リサイクリングを
禁止しているのである。
　リサイクリングの禁止については，IFRS 9の公開草案に対するコメントに
多くの反対意見が寄せられていた28。しかし IASBは，「一旦OCIで認識した利
28　「実現損益と未実現損益との間の区分を維持するアプローチを支持し，企業の業績に実現
したすべての利得および損失を含めるべきである（BC5.25(b)）」しかし，「そうした投資に
対する利得及び損失の認識は，一度だけとすべきでその他の包括利益に利得また損失を認識
した後で，純損益に振り替えることは不適切であるという結論を下した。         
得及び損失を純損益に振り替えることは不適切であり，またリサイクリング
は IAS 39における売却可能区分に類するものを作ることになる。さらに資本
性金融商品の減損の有無が必要になることに留意し，これは金融商品に関す
る財務報告を大幅に改善することにも，複雑性を減少させることにもならな
い。（BC5.25(b)）」ことを理由として，リサイクリングの禁止を決定したとして
いる29。もっとも，リサイクリング処理を必要としないのであれば，米国SFAS
115でみたように概念フレームワークの実現概念の拡張をするなどの認識基準
上の問題は生じない。換言すれば，OCIの計上そのものが不要で，企業の業績
報告には純利益をも排除した，包括利益だけを表示すればよいことになる。
　リサイクリングは，キャッシュ・フローが確実となったOCI計上額に対して，
純損益計算を介して消去する処理ともいえる。リサイクリングされる純利益と
バランスシート上の利益剰余金の増加額が連動しているため，企業の継続期間
のキャッシュ・フローの総和と純利益の総和は常に一致する。クリーン・サー
プラス関係を維持するためには，リサイクリングは必要不可欠となる。クリー
ン・サープラスを満たさない純利益の性質は，J-GAAPでいうところの「営業
利益」「経常利益」などと同様な，単一期間の段階利益に変容する。
　加えて IFRS 9は，償却原価，公正価値とOCIオプションの処理方法を規定
し「混合属性アプローチ」を採っており，「全面公正価値」に立脚していない
とされるが，基準全体を見る限りFVTPLと同じ特徴が見受けられる。周知の
ように2009年前後の米国金融市場では，サブプライム関連の証券化商品など，
29　「2009年9月に東京で開催されたUASB／ FASBのラウンドテーブルで，日本の市場関係
者から強い反対意見が出されたが，IASB理事からリサイクリングを強く主張するのであれ
ば，いわゆる戦略投資として明確に限定されたものだけについてリサイクリングを認めよう
との意見があった。しかし，実際にはその定義付けは難しく，何らかの指標を開発しようと
するとルールベースになり，適用上の複雑性が生じる。結局戦略的投資が区分できない以上，
OCI表示を選択した持分投資すべての評価差額について，IASBは処分損益がOCIと当期損
益に2回計上されること，減損会計による複雑性の解消にならないこと等の理由でリサイク
リングを認めないこととした。」
　加藤厚「IFRS 9号「金融商品」の概要」『企業会計』Vol.62 No.4,中央経済社 , 2010年4月 , p.24         
一部の金融商品の流動性など金融市場に非常に大きな影響をもたらすという事
態が生じた。このことは，特に金融機関の資本を縮小し，これがバーゼル規制（自
己資本比率規制）と結びつくため信用収縮を引き起こし，市場の停滞をさらに
悪化させる悪循環（プロシクリカリティー）を伴うものとなった30。この問題
に対処すべく，G20のワーキング・グループから金融システムの問題のひとつ
として，公正価値会計が取り上げられ，金融商品会計基準の改訂を強く求めら
れた事実がある31。
　また，他の IFRSとの整合性を図ることも重要なポイントである。敷衍すれ
ば，2011年に改訂し公表された「Amendments to IAS1（その他の包括利益の
項目の表示　IAS第1号の修正）」では，「当審議会には，業績指標としての純
損益を廃止する計画はない。純損益は別個に表示され，1株当たり利益の計算
の所要の出発点として残ることになる。（BC54C）」として，純利益を財務諸
表で継続して表示すると表明されているのである。特に，純利益の表示につい
ては，より議論を重ねる必要があろう。
　また，次のような視点に基づく見解に注目する必要がある。「今日の金融（派
生）商品を対象にした時価会計問題に密接にかかわっているのが擬制資本であ
り，その資本運動が現実資本（機能資本：産業資本，商業資本）の運動とはまっ
たく異なる32」ものである。つまり「当期純利益の質を支える論理が「原価基準」
で，純利益を除く包括利益の質を支える論理が「時価基準」である。前者の市
場原理はプロダクト型市場経済であり，後者のそれはファイナンス型市場経済
にある。・・・・・純利益を不要とする立場も，リサイクリングにより当期純
利益を表示する立場も，いずれも「経済の本質」に根ざした思考方法でないこ
とが分かる。前者は金融財の測定尺度（時価基準）を有形財にそのまま適用す
30　斎藤静樹「世界金融危機と会計基準」『武蔵大学』第58巻第1号 , 2010.7, pp.194-195
31　熊谷五郎「金融商品会計の改訂と金融規制改革」『企業会計』Vol.62 No.4, 中央経済社 ,
2010.4, p.46
32　石川純二「社会科学としての時価会計―金融商品会計の経済的基礎―」『経済集志』第81
巻第3号 ,日本大学経済学部 , 2011.10, p.3         
ることの誤謬であり，経営実体維持および経常的な損益計算に代えて，非経常
的な特殊利益計算（M&A等の買収計算の目安となる利益）を意識した提言に
なっている。33」との論者の指摘は，重要な提言となっている。金融商品会計
は業績報告プロジェクトと並んで，国際的な会計のコンバージェンス推進の中
心とも位置づけられるものである。IFRS 9は，今後の会計の方向を示す基準
書であり，さらに多くのサーベイと論証を加える必要がある。
33　武田隆二「純利益VS包括利益　リサイクリングと会計のあり方」『企業会計』Vol.60
No.12,中央経済社 , 2008.12, p.117          
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